
株主の皆様へ

第62期第2四半期　株主通信
2018年4月1日から2018年9月30日まで

名古屋電機工業株式会社
証券コード◦6797

（2018年7月22日 佐久間道路で開催した親子見学会）



「 」経 営 理 念

名古屋電機工業株式会社は、安全・

快適な道路交通をはじめ、豊かな社会

の実現のために、つねにNEW WAY

を探求し、新たな価値を提供します。

社員とその家族の雇用と生活の安定と

向上、新領域による新たな需要の創出、

社会への還元のために、正々堂々と事

業を行い、適正な利益を追求します。

「 」私たちの行動指針

一．良い品を作る

一．安全に作業する

一．礼儀正しくする

一．お客様の立場に立つ

一．新発想をする

一．生涯学習に励む

一．互いに協力する
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　株主の皆様におかれましては、ますますご清祥のこととお喜び
申し上げます。
　平素は、格別のご支援ならびにご鞭撻を賜り厚くお礼申し上げ
ます。
　ここに第62期第2四半期累計期間（2018年4月1日から2018年9月
30日まで）のご報告をさせていただくにあたりまして、ご挨拶申
し上げます。

2018年11月服部高明代表取締役社長

営業の概況
　当社の主要事業であり、官需を主とする情報装置事業につきましては、同業他社に加え近年参入し
た企業との価格競争が依然として続いております。そのような状況下、顧客ニーズにマッチした製品
提案を行い、各地域の協力会社とともに販路拡大を進めてまいりました。
　一方、民需を主とする検査装置事業につきましては、企業の設備投資は、成長分野への対応を背景
に持ち直しの動きが見られるものの、受注獲得のため、他社製品との差別化競争は激しさを増してお
ります。そのため、顧客ニーズに対応すべく開発した3次元基板外観検査装置や3次元はんだ印刷検査
装置などの営業活動を推進してまいりました。
　これらの結果、当第2四半期累計期間の経営成績は、売上高73億13百万円（前年同期比22.9％増）、
営業利益1億53百万円（前年同期は3億62百万円の損失）、経常利益1億74百万円（前年同期は3億37
百万円の損失）、四半期純利益3億50百万円（前年同期は3億51百万円の損失）となりました。

通期の見通し
　当第2四半期累計期間における業績は、売上高及び利益面双方ともに、当初計画を上回ることがで
きました。
　ただし、2019年3月期の業績予想につきましては、受注済案件の工事の進捗状況及び今後の受注状
況が業績に与える影響が大きく、慎重に見極める必要があることから、当初予定通り、売上高173億円、
営業利益6億円、経常利益6億30百万円、当期純利益6億80百万円を見込んでおります。
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株主の皆様へ
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決算ハイライト（第２四半期）

ポイント解説

⃝売 上 高
売上高は前年同期に比べ1,363百万円増加し、7,313
百万円となりました。これは主として、検査装置事業
において前事業年度に受注したICチップの搬送装置の
販売が堅調に推移したことによるものです。

⃝営 業 利 益
営業利益は情報装置事業において仕様変更により採算
性が悪化した案件が発生するも、153百万円を計上す
ることができました（前年同期は362百万円の損失）。
これは主として、上述のICチップの搬送装置の販売が
堅調に推移したことによるものです。

⃝配 当
中間配当は実施いたしません。期末配当につきまして
は、1株当たり10円を予定しており、年間配当は10円
を見込んでおります。
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売上高 5,013 百万円

セグメント利益
又は損失（△） △180 百万円

前年同期売上高（参考） 4,816 百万円

売上高 2,300 百万円

セグメント利益
又は損失（△） 596 百万円

前年同期売上高（参考） 1,133 百万円

68.5 ％ 31.5 ％
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S e g m e n t  I n f o r m a t i o n

セグメント情報（第２四半期）

検 査 装 置 事 業情 報 装 置 事 業

※  第61期配当金額には、1株当たり3円の設立60周年記念配当を 
含んでおります。
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ホームページのご案内

https://www.nagoya-denki.co.jp/

当社はホームページ内に投資家
の方々を対象とした投資家向け
情報のページを設けています。
株主通信のバックナンバーや決
算短信、配当金情報といった各
種資料等がご覧いただけます。

名古屋電機工業 検索

会社概要

商 号 名古屋電機工業株式会社
NAGOYA ELECTRIC WORKS CO., LTD.

設 立 1958年5月

資 本 金 1,184,975千円

事業内容 官公庁向け各種情報装置システム及び自動車・電子機器市場向け
各種検査装置の製造販売

事 業 所 ○本社 愛知県あま市（登記上の本店は名古屋市中川区）
○営業拠点 （国内）札幌、仙台、東京、埼玉、新潟、名古屋、

大阪、高松、広島、福岡、鹿児島
（海外）中国（無鍚、深圳、天津ショールーム）

インド（ハイデラバード）
○生産拠点 美和工場（愛知県あま市）、七宝工場（愛知県あま市）

多度工場（三重県桑名市）、東日本事業所（埼玉県入間郡）
○合弁会社 インド（バンガロール）

従業員数 451名

役員

代表取締役社長 服 部 高 明

取締役 礒 野 弘 一

取締役 江 州 秀 人

取締役 本 多 正 俊

取締役 森 本 安 和

取締役 中 村 昭 秀

取締役 赤 澤 義 文

常勤監査役 松 井 　 悟

監査役 榎 　 泰 邦

監査役 市 原 裕 也
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C o r p o r a t e  P r o f i l e

会社概要（2018年9月30日現在）
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株価及び出来高の推移

■ 金融機関
7.03%

その他法人 ■
22.89%

■ 5千株以上
　 10千株未満
　 8.45%

■ 100株以上
5千株未満
74.93%

■ 100千株以上
1.55%

■ 10千株以上
　 50千株未満
　 10.14%

■ 50千株以上
　 100千株未満
　 0.99% ■ 自己名義株式

0.14%
■ 100株未満

3.80%

6,422,000株

710名

■ 証券会社
0.33%

■ 自己名義株式
10.15%

外国人 ■
1.71%

■ 個人・その他
57.89%

所有数別分布状況

所有者別分布状況株式の状況

発行可能株式総数 14,000,000株
発行済株式総数 6,422,000株

（自己株式651,990株を含む）

株主数 710名
単元株式数 100株

大株主
株　主　名 持株数（株） 持株比率（%）

名 古 屋 電 機 工 業 社 員 持 株 会 566,600 8.82

有 限 会 社 名 電 興 産 540,000 8.40

服 部 　 哲 二 440,000 6.85

牧 野 　 弘 和 379,900 5.91

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 236,000 3.67

日 本 信 号 株 式 会 社 220,000 3.42

福 谷 　 桂 子 218,700 3.40 

第 一 実 業 株 式 会 社 170,000 2.64

福 谷 　 曜 118,300 1.84
（注）  自己株式は除外しております。
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S h a r e h o l d e r  I n f o r m a t i o n

株式の状況（2018年9月30日現在）



名古屋電機工業株式会社

ホームページ　https://www.nagoya-denki.co.jp/

株主メモ

事業年度 4月1日から翌年3月31日まで
定時株主総会 毎年6月
同総会権利行使株主確定日 毎年3月31日
期末配当金支払株主確定日 毎年3月31日
中間配当金支払株主確定日 中間配当を行う場合は毎年9月30日
株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号

三井住友信託銀行株式会社
同事務取扱場所 〒460－8685 名古屋市中区栄三丁目15番33号

三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
電話　0120－782－031（フリーダイヤル）

同取次窓口 三井住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店
公告掲載新聞 日本経済新聞
単元株式数 100株
上場証券取引所 名古屋証券取引所 市場第二部（コード6797）

お知らせ
住所変更、単元未満株式の買取・買増等のお申出先について
株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
なお、証券会社に口座がないため特別口座が開設されました株主様は、特別口座
の口座管理機関である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

未払配当金の支払について
株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

「配当金計算書」について
配当金支払いの際送付している「配当金計算書」は、租税特別措置法の規定に基
づく「支払通知書」を兼ねております。確定申告を行う際は、その添付資料とし
てご使用いただくことができます。
＊確定申告をなされる株主様は、大切に保管ください。


